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地域社会において、様々な属性を持つ人のつながりがまちづくり事業の活性化に大きな影響を及ぼすと考えら

れる。そこで、人々のつながりに着目して解析し、まちづくり事業の活性化要因を明らかにする。 
美濃加茂市のまちづくりコーディネータが記述した SNS 記事から、注目すべきまちづくり事業を選定し、関わっ

た人々の情報を抽出することで、人々のつながりを可視化し、その変遷から、各々のまちづくり事業の活性化要因

を解析した。次に、対象事業に関わった人々に解析結果を示してインタビューを行い、解析結果を検証するととも

に、SNS に記載のなかった情報を引き出した。 
その結果、対象事業では、美濃加茂市内外の多様な人材の協調、行政の継続的な関与、ビジョンで方向性を示

すこと、ならびに、持続可能な事業運営が重要な要因であったことがわかった。 
 

     Key Words: community planning, revitalization factors, network analysis, people's 
connections   

 
 
1. はじめに 

 

日本の様々な地域では、人口減少や少子高齢化の影響

を受け、地域の賑わいが減退する傾向にあり、まちづくり、地

域づくりの事業を通じて、地域再生・活性化に取り組むことが

重要となっている。このような事業においては、事業を担うひ

とづくりや人々のネットワークの推進が重要とされている[1]。 
まちづくりを担う人々や組織のネットワークについての研究

は多数報告されている[2-7]。これらの研究では、インタビュ

ーやアンケートを通して人的ネットワークを調査し、長期間の

ネットワークの変遷の解析から、ネットワークの形成過程[2,3]、
それぞれの役割[4,5]、継続的なまちづくり事業の活性化要

因[6,7]などの有益な知見を得られることを報告している。 
これらの状況を踏まえて、より簡単な方法で、まちづくり事

業に関わる人々のネットワークを可視化し、その変遷の解析

から得られる知見を、まちづくりを担う人々にフィードバックで

きれば、まちづくりに貢献できるものと考えた。 

インタビューやアンケートによる調査は時間がかかるので、

時間を短縮するためには、文献や記録に基づく調査が好ま

しいと思われる。文献や記録から人や組織間のネットワーク

を解析した研究例としては、共同研究の共著者[8]、特許の

共同出願者[9]に基づいた例があるが、比較的短期間、ある

いは、イベントごとに関わる人々のネットワークを把握するた

めには、別の情報源に基づいて解析する必要がある。 
本研究では、まちづくりに関わる人々の情報源として、

日々配信されるソーシャル・ネットワーキング・サービス(SNS)
の記事に着目した。 
まちづくりを担う人々や組織の SNS では、その時々に行

われるイベントごとに、開催案内、参加者や資金提供の募集、

実施報告の記事が書かれることがあり、本文中での記述やタ

グ付け機能を使って、人の情報が付与されることもある。 
本研究では、SNSの記事に含まれる人の情報から、まちづ

くり事業に関わった人々（関係者）のネットワークの変遷を可

視化し、まちづくり事業の活性化要因を解析した。 
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また、まちづくり事業に関わった人々に解析結果を提示し

てインタビューすることで、解析結果を検証するとともに、

SNS に記載のなかった情報を引き出し、それらの情報も加

味して、まちづくり事業の活性化要因を特定した。 
 
 

2. 解析方法 

 
(1) 解析対象 

地域で様々なまちづくり事業が行われている美濃加茂市

に着目し、地域のまちづくりの網羅的情報源として、まちづく

りコーディネータの Facebook 記事[10] 3,182 件（2016 年 5
月から 2020 年 3 月）を、解析対象とした。なお、解析にあた

っては、Facebook 記事の著者本人から同意を得て、データ

の提供を受けた。 
 
(2) 解析の流れ 

解析の流れを図-1 に示す。まず、まちづくり事業の解析に

先立ち、地域のまちづくりの網羅的情報源から、形態素解析

を用いてまちづくり事業に関連するまちづくり関連語彙を抽

出し、これらのまちづくり関連語彙のネットワークをクラスタ化

することで、地域のまちづくり事業をカテゴリに分類し、解析

するまちづくり事業を選定した。 
次に、選定したまちづくり事業に関する記事を全て抽出し、

まちづくり事業の関係者のネットワークの変遷を可視化し、ま

ちづくり事業の活性化要因を解析した。 
さらに、まちづくり事業の関係者に対し、解析結果を見せ

ながらインタビューを行い、解析結果の妥当性を確認すると 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 解析の流れ 

ともに、Facebook 記事の解析では得られなかった新たな知

見・情報を取得した。以下に、詳細を示す。 
 

(3) まちづくり事業の分類と解析対象事業の選定方法 

同じ事業で用いられる関連性の高い語彙は、同じ記事に

度々用いられると考えられる。また、共通点の多いまちづくり

事業では、使われる語彙が多数重なるものと考えられる。 
そこで、まちづくり事業を特徴づける語彙（以下、まちづくり

関連語彙）について、同じ記事に用いられる関係を表すネッ

トワークを作成し、そのネットワークをクラスタ化することで、ま

ちづくり事業の分類を試みた。 
a) まちづくり関連語彙の抽出方法 

形態素解析により、3,182 件の Facebook 記事中のすべ

ての文章を形態素ごとに分離し、形態素の品詞を分析して、

複合名詞を含む全名詞を抽出した。次に各名詞が 3,182件

の記事中で用いられる使用頻度を求め、使用頻度の高い名

詞に絞り込んだ。さらにこれらの名詞の中から事業/企画名、

対象地域、主要関係者/組織/役職、施設、社会課題、地域

資源、まちづくり用語に相当する語彙をまちづくり関連語彙と

して選んだ(図-2)。 
b) まちづくり事業の分類方法 

次に、まちづくり関連語彙が同じ記事で用いられる頻度が

高い語彙間の関係を用いてネットワークとして可視化した後、

コミュニティ解析ツールを使ってクラスタ化し、ネットワークを

数個のカテゴリに分離した。 
c) 解析対象のまちづくり事業の選定方法 

カテゴリに分類されたまちづくり関連語彙をさらにクラスタ

化することで、サブカテゴリに分離し、その中から、解析対象

のまちづくり事業を選んだ。 
 
(4) まちづくり事業の解析 

a) 事業フェーズの推移の把握方法 

・事業/企画名や社会課題等のまちづくり関連語彙を用い

て、解析対象のまちづくり事業の記事を抽出する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-2 まちづくり関連語彙の選定 
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表-1 関係者の属性と対応する記号 
 
 
 
 
 
 
・記事を関連するイベントごとに分け、時系列に並べる。 
・イベントを事業フェーズごとに分類し、記事の内容から事

業フェーズの推移を把握する。 
b) 関係者の特定方法 

対象となる Facebook 記事(記事本文、タグ付け人名を含

む)に含まれる人名を抽出し、それぞれを表-1 に示す属性を

表す記号と数字の組み合わせからなる関係者 IDで示した。 
関係者の属性は、Facebook 記事中の記述、Facebook で

のプロフィールや公開されている組織図などから判断した。 
c) 関係者のつながりの可視化 

関係者が同じ記事に記載される関係を用いてネットワーク

として可視化した。 
d) 活性化要因の特定 

事業フェーズの推移に伴う関係者のネットワークの変遷か

らまちづくり事業の活性化要因を特定した。 
 
(5) ネットワーク解析 

a) ネットワークの作図 

まちづくり事業の分類とまちづくり事業の関係者のつなが

りの可視化では、フリーウエアの Gephi(ver.0.9.1)を使用し、

ばねモデル(Force Atlas 2)により、ネットワークを作図した。 
ネットワークでは、まちづくり関連語彙やまちづくり事業の

関係者を円(ノード)で表し、掲載記事数を円の大きさで示し

た。また、同じ記事に掲載される語彙間や関係者間の関係

を曲線(エッジ)で結び、同じ記事に記載される回数を曲線の

太さで示した。 
b) クラスタ化 

まちづくり事業の分類では、Gephi 上のコミュニティ解析ツ

ールであるモジュラリティ(mocularity clustering)により、ネッ

トワークをクラスタ化した。 
c) 中心性の評価 

まちづくり事業の解析では、全関係者に対する関わりのあ

る人の割合に相当する次数中心性を求めた。 
 
(6) 関係者へのインタビュー 

a) 調査対象者 

解析対象のまちづくり事業で中心的な役割を果たした、地

域団体の代表 2 名(C01、C02)、在住外国人夫妻 1 組 2 名

(F02、F03)、国際交流員 1 名(S01)、主催団体 2 名(Z03、
Z17)の計7名をインタビューの調査対象者とした。 
 

表-2 Facebook記事から抽出したまちづくり関連語彙 

 
b) インタビュー方法 

インタビューを行う際に、調査対象者の記憶のみに依存し

たアプローチでは、調査対象者は断片的な記憶から自分自

身の行動や理念のつじつまがあうように答えてしまう可能性

がある[11]。そこで、関与したまちづくり事業の解析結果を調

査対象者に示し、当時を回想しながら、話を聞き取ることで

回想インタビュー[12]を行った。 
c) 質問項目 

以下の 2項目について、調査対象者に質問した。 

・解析対象のまちづくり事業で果たした役割とその理由 
・本解析結果の有用性と活用の可能性 

 
 
3. まちづくり事業の分類と対象事業の選定結果 

 

(1) まちづくり関連語彙の特定 
Facebook 記事から、形態素解析を用いて、名詞 30,052

語を抽出し、頻度解析の結果から、使用頻度 8 以下の名詞

を除外し、全体の 7.5％に相当する 2,260 語に絞り込んだ。

さらに、事業/企画名、対象地域、主要関係者/組織/役職、施

設、社会課題、地域資源、まちづくり用語に該当する名詞を

選び、320語のまちづくり関連語彙を特定した(表-2)。 
 

(2) まちづくり関連語彙のネットワークの解析 

同じ記事で用いられたまちづくり関連語彙を線で結ぶこと

で、まちづくり関連語彙のネットワークを作図した。関連性の

低い語彙間でも、偶然同じ記事に用いられることがある。こ

れらの影響も考慮して、同じ記事で用いられた回数の閾値を

1～6以上としたネットワークを作図した（図-3）。コミュニティ解

項目 語彙数 代表例 
事業名/
企画名 53 みのかも時間、あまちの森文庫、STEAM、 

ブラジルごはん、ミングル、DIY 

地域名 57 伊深町、蜂屋地区、白川町、八百津町、 
岐阜市、名古屋市、栄、設楽町、奈良県 

主要 
関係者 34 個人名（ID で表示）C01、C02、C03、G01、

G04、M03、X03 
役職/ 
属性 19 副市長、連絡所長、地域おこし協力隊、 

インターン、外国人、行政職員、移住者 
主要 

関係組織 68 まちづくり課、農林課、カモケンラボ、 
まちづくり協議会、岐阜大学、自治会 

施設 21 清流里山公園、中山道会館、正眼寺、農

家レストラン、生涯学習センター 
社会 
課題 8 多文化共生、空き家、里山再生、 

耕作放棄地、地域内循環、移住定住 
地域 
資源 36 木曽川、太田宿、ホタル、古民家、白川茶アベ

マキ、堂上蜂屋柿、旧伊深村役場 
まちづくり

用語 24 公民連携、地域商社、リノベーション、関係人

口、流域連携、エリアマネージメント 
合計 320  
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析ツールを用いてカテゴリに分離し、色分けした。 
閾値が低すぎると、うまくクラスタ化できず、閾値が高すぎ

ると、表示される語彙数が少ないが、閾値が 4 では、6 つの

カテゴリ「地域住民との共同」「加茂市内地区主導」「定住自

立圏関連」「地域内循環」「名古屋圏域との連携」「奈良地域

資源活用」に分離することができた(図-4)。 
 

(3) 対象事業の選定 

次に、各カテゴリに属する語彙から再計算したネットワーク

にコミュニティ解析ツールを用いてカテゴリをさらにサブカテ

ゴリに分離した。図-5 に地域住民との共同のカテゴリの結果

を示す。「多文化共生」「交流拠点づくり」「女性活躍」「市長

室企画」「公園活用」「中山道関連」の 6 つのサブカテゴリに

分けることができた。他の 5 つのカテゴリについても同様の

処理を行い、全部で 25のサブカテゴリに分離することができ

た。次章以降では、地域住民との共同のカテゴリから、多数

のまちづくり関連語彙を含み、多数の人々が関わったと期待

できる「多文化共生」および「交流拠点づくり」サブカテゴリに

関するまちづくり事業について、関係者のネットワークの変遷

の解析結果を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 図-3 まちづくり関連語彙のネットワーク 同じ記事に掲載された回数の閾値 (a) 1、(b) 2、(c) 3、(d) 4、(e) 5、(f) 6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4  まちづくり関連語彙のネットワークのカテゴリ 図-5 地域住民との共同カテゴリの６つのサブカテゴリ 
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図-6 多文化共生事業の(a)記事数の推移、(b)イベント、(c)事業フェーズ 
 

 
4. まちづくり事業の解析結果と考察 

 
本章では、前章で選定した 2 つのまちづくり事業につい

て、関係者のつながりをネットワーク解析した結果を示す。 
 

(1) 多文化共生事業 

a) 事業の概要 

Facebook 記事 3,182件から「多文化共生」サブカテゴリに

関するまちづくり事業（以下、多文化共生事業）の記事を抽

出したところ、関係する記事は 61 件あった。これらの 61 件

の記事から、多文化共生事業の概要を以下のように把握し

た。 
美濃加茂市では、2020 年現在人口の約 9%を外国人が

占め[13]、多文化共生が美濃加茂市の大きなテーマの一つ

になっている。地域団体が、キリントレーニングセンター[14]
の進める地方創生プロジェクト（以下、トレセン事業）に応募

したのを機に、地方創生の軸として、多文化共生事業が実

施された。2016 年 5 月～2017 年 8 月にかけて、美濃加茂

市で様々な多文化共生の試みがなされた。 
b) 事業フェーズごとの事業内容 

多文化共生事業の記事 61 件を時系列に並べ(図-6(a))、
記事の内容からイベントごとに分類した(図-6(b))。また、イベ

ントの内容を考慮して企画試行期、チーム形成期、集大成

期、派生企画実行期の 4 つの事業フェーズに分けた(図-
6(c))。以下に、事業フェーズごとの事業内容を示す。 
企画試行期では、在住外国人との共生を目指して、他県

人材であるトレセン事業のアドバイザ(T01)の助言を受けなが

ら、様々な形の多文化共生のイベントが試行された。 
チーム形成期には、多文化共生に興味のある関係者をあ

つめて、多文化共生 Mtg が度々行われ、それを機に地域

で実施される企画にチームで参加するようになった。 
集大成期では、トレセン事業のフィールドワークが他県か

らの参加者も招いて美濃加茂市で行われた。フィールドワー

クの準備のため、地域に伝わる伝統踊りの練習会をはじめと

する様々な取り組みが行われた。 
派生企画実行期には、2016 年度に引き続き、収穫祭、ト

レセン事業の一環として、県外の人々向けのイベントが開催

された。 
c) 関係者の可視化 

多文化共生事業の記事 61 件に記述のある関係者の情

報から、多文化共生事業の関係者のネットワークを作成し

(図-7)、関係者の属性(表-3)を調べた。地域住民、在住外国

人、行政職員、国際交流員などの地域内の多様な関係者を

はじめ、愛知県人材、他県人材など、全部で 53名の関係者

が対象事業に参加した。これから、様々なイベントを通じて、

多様な属性の人々の間でつながりがあることが示唆された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 多文化共生事業の関係者のネットワーク 
 

表-3 多文化共生事業の関係者の属性  
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d) コアメンバの推定 

多文化共生事業を通して重要な役割を果たすコアメンバ

は、事業フェーズの多くに関わり、多くの記事に名前が掲載

され、多くの人と同じ記事に掲載されていると考えられる。そ

こで、関係者 53 名について、掲載記事のある事業フェーズ

(掲載事業フェーズ)、掲載記事数および次数中心性を調べ

た(表-4)。表中では、事業フェーズを図-6(c)に示すフェーズ

番号を用いて表した。 
地域住民(C01、C02、C03)、国際交流員等(S01)、行政職

員等(G01、G02)、在住外国人(F02)、他県人材(T01)の 8 名

は、半数を超える事業フェーズに関わり、10％を超える 8 件

以上の記事に掲載があり、次数中心性も 0.40以上と高い。 
そこで、Facebook 記事の筆者であるまちづくりコーディネ

ータを加えた以上の 9 名を重要な役割を果たしたコアメンバ

であると推定した。 
e) 関係者のネットワークの変遷 

事業フェーズに含まれる記事の関係者の記述から、事業

フェーズごとの関係者のネットワーク(図-8(b))および関係者

の属性(図-8(c))について調べた。以下に、事業フェーズごと

の関係者のネットワーク(図-8(b))について述べる。 
企画試行期の関係者のネットワークからは、地域住民

(C01)、国際交流員等(S01)、行政職員等(G01、G02)、他県

人材(T01)を中心に、多様な人々が参加されたことが伺える。 
チーム形成期の関係者のネットワークには、地域住民(C01、
C02) と国際交流員等(S01)を中心に、行政職員、在住外国

人含め多様な人材が見られ、多文化共生 Mtg や企画への

参加を通じてチームを形成したことがネットワークに反映され

ている。 
集大成期の関係者のネットワークには、トレセン事業のフィ

ールドワークに向けての準備、実施を通して、多数の地域住 

 

表-4 多文化共生事業の関係者の掲載事業フェーズ、 
掲載記事数および次数中心性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
民、在住外国人に加わったことが反映されている。 
派生企画実行期の関係者のネットワークからは、それまで

中心的な役割を担ってきた地域住民や国際交流員等に加

え、在住外国人(F02、F03)が積極的に関与したことが伺える。

また、県外の人々を対象としたイベントに、愛知県人材や他

県人材が参加、協力したことも示されている。 
f) まちづくり事業の活性化要因 

本項では、本節のこれまでの結果から、多文化共生事業

の活性化要因について考察する。 
まず、美濃加茂市内外の多様な人材の協調が活性化要 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-8  多文化共生事業の(a)事業フェーズ、(b)関係者のネットワーク、(c)関係者の属性の内訳 
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因の一つとして考えられる。前々項で多文化共生事業のコ

アメンバとして推定された 9名は、地域住民 3名、国際交流

員等 1名、行政職員等 2名、在住外国人 1名、他県人材 1
名、まちづくりコーディネータ1名と多様である。 
特に、地域住民 (C01、C02)は地域団体の代表であり、国

際交流員(S01)とともに、地域に影響力を持つ地域リーダで

ある。これらの人々が多文化共生事業を通して中心的な役

割を担っている（表-4、図-8(b)）。 
また、他県人材であるトレセン事業のアドバイザ (T01)は企

画試行期からいくつものイベントに関与し、アドバイスをして

いる。 
次に、行政の継続的な関与も活性化要因の一つと考えら

れる。行政職員等(G01、G02、G05)や国際交流員等(S01)
は、多くの事業フェーズで関わっており、多くのイベントに関

与している（表-4、図-8(b)）。 
また、ビジョンで方向性を示すことも活性化要因の一つと

考えられる。トレセン事業のアドバイザ (T01)の提言を受けて、

企画試行期から一貫して「多文化共生を地方創生の軸に」、

というビジョンで方向性を示しており、事業フェーズの推移と

ともに、地域住民、在住外国人、行政職員等などの多様な

賛同者が集まっている(表-4、図-8(b)(c))。 
 
(2)交流拠点づくり事業 

a) 事業の概要 

Facebook 記事には、「交流拠点づくり」サブカテゴリに関

するまちづくり事業（以下、交流拠点づくり事業）の記事が 74
件あった。これらの 74件の記事から、交流拠点づくり事業の

概要を以下のように把握した。 

交流拠点づくり事業は、2016 年度に行われた多文化共

生事業を通して問題を意識を高めたメンバが、美濃太田駅

南にあった空きビルの活用を検討していた主催団体とともに

2017 年に始めたまちづくり事業で、空きビルを改装し、在住

外国人や若者がチャレンジできるチャレンジショップを軸にし

た交流拠点づくりを目指した。 
b) 事業フェーズごとの事業内容 

交流拠点づくり事業の記事 74 件を時系列に並べ(図-
9(a))、記事の内容を確認することで、イベントごとに分類した

(図-9(b))。また、イベントの内容から、構想期、改装案立案期、

資金調達期、改装期、開設期、施設運用期の 6つの事業フ

ェーズに分けた(図-9(c))。以下に、事業フェーズごとの事業

内容を示す。 
構想期には、交流拠点となる空きビルの清掃、事業につ

いて語らう雑談会、交流拠点の使い道を語る会のイベントを

開催し、「在住外国人や若者がチャレンジできる拠点づくり」

という交流拠点の構想を参加者と共有し話し合った。 

改装案立案期には、事業構想に沿って、デザイナが改装

案を作り、それを基に検討し、2018 年 11 月に改装案のお

披露目が行われた。 
資金調達期には、改装費用資金を調達するために、クラ

ウドファンディングが行われた。また、クラウドファンディングに

あわせて、様々な関連イベントが行われた。 
改装期には、業者による改装と、ボランティアにも協力を

仰いだ DIY による改装が行われ、12 月に施設のお披露目

が行われた。 
オープン後の活用のアイディア出しを行うハッカソンが

2018年 12月と 2019年 1月に行われ、2019年 1月 27日

に、交流拠点のオープニングパーティが行われた。 
2019年 2月からは、施設利用が始まり、在住外国人や若

者のチャレンジイベント、常設茶舗の開設、連続トークイベン

トが行われた。 
c) 関係者の可視化 

これらの 74 件の記事に記載された関係者のネットワーク

図を作成し (図-10)、関係者の属性の内訳(表-5) を調べた。

美濃加茂市内外の関係者 69 名が対象事業に参加してい

た。 
d) コアメンバの推定 

多文化共生事業と同様に、交流拠点づくり事業について

も、コアメンバを推定するために、関係者 69 名について、事

業フェーズのうち掲載記事のある掲載事業フェーズ、掲載記

事数および次数中心性を調べた (表-6)。表中では、事業フ

ェーズを図-9(c)に示すフェーズ番号を用いて表した。 
地域住民(C01、C02)、主催団体関係者(Z03、Z08、Z12)、

国際交流員(S01)、在住外国人(F02、F03、F06) 、デザイナ

(X01)の 10 名は、半数を超える事業フェーズに関わり、10％
を超える 9 件以上の記事に掲載があり、次数中心性も 0.4
以上と高く、Facebook記事の筆者であるまちづくりコーディ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 交流拠点づくり事業の(a)記事数の推移、(b)イベント、(c)事業フェーズ 
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図-10 交流拠点づくり事業の関係者のネットワーク 
 

表-5  交流拠点づくり事業の関係者の属性 
 
. 
 

 
 

 
表-6 交流拠点づくり事業の関係者の掲載事業フェーズ、 

掲載記事数および次数中心性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

図-11  交流拠点づくり事業の(a)事業フェーズ、(b)関係者のネットワーク、(c)関係者の属性の内訳 
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ネータを加えた以上の 11 名を重要な役割を果たしたコアメ

ンバであると推定した。 
e) 関係者のネットワークの変遷 

事業フェーズに含まれる記事の関係者の記述から、事業

フェーズごとの関係者のネットワーク(図-11(b))および関係者

の属性(図-11(c))について調べた。以下に、事業フェーズごと

の関係者のネットワーク(図-11(b))について述べる。 
構想期の関係者のネットワークから、基本構想の共有と議

論が、多様で多数の人 (々43 名)が参加して行われたことが

伺える。地域住民(C01, C02, C42)、主催団体関係者(Z03)、
国際交流員(S01)、愛知県人材(A04)を示す円は大きく、これ

らの 6 名にまちづくりコーディネータを加えた 7 名が中心と

なり、多様な人々の協力のもと、構想期のイベントが開催され

たものと思われる。 
改装案立案期の関係者のネットワークでは、構想期と比

較して、関与者の数は大幅に減少した一方、運営を担う主

催団体の若手(Z12)、設計を担当するデザイナ(X01)などが

新たに加わり、コアメンバが揃っている(表-6、図-11(b)(c))。 
資金調達期の関与者からのネットワークからも、コアメンバ

は掲載頻度は高く、コアメンバを中心的な役割を担ったこと

が示唆された。また、様々な人脈や関連イベントを応じて多

数の人 (々34名)が協力した。 
改装期のネットワークから、14名の関係者の大部分がコア

メンバで、DIY による改装もこれらのコアメンバを中心に実施

されたものと思われる。 
開設期のネットワークからは、コアメンバの他、地域住民、

行政職員等、地域外の人材も多数参加している。 
施設運用期に入ると、コアメンバも含め、記述される関係

者が大幅に減少した。交流拠点づくり事業に関わる人が減

少したものと思われるが、その原因については、Facebook
記事には言及されていなかった。 
f) まちづくり事業の活性化要因 

本項では、Facebook 記事の解析から把握可能な構想期

から開設期までの事業の活性化要因について、本節のこれ

までの結果から、交流拠点づくり事業の活性化要因につい

て考察する。 
ます、多文化共生事業と同様に、美濃加茂市内外の多様

な人材の協調が活性化要因の一つとして考えられる。 
交流拠点づくり事業では、多文化共生事業で中心的な役

割を担った地域住民、在住外国人、国際交流員、まちづくり

コーディネータに、交流拠点づくり事業で拠点の運営を担う

主催団体のメンバを加えた11名がコアメンバとなっている。 
これらのコアメンバは、この構想期から開設期までのいず

れの事業フェーズにおいても、これらの人々が中心的な役

割を担っている。 
また、多数の人々の協力が必要な構想期や資金調達期、

開設期には、まちづくりコーディネータをはじめ、他のコアメ

ンバもそれぞれの人脈や得意な企画を通じて協力を呼びか

けており、それによって地域住民、在住外国人、行政職員等、

愛知県人材、他県人材など、多様で多数の関与者が協力し

ている。 

また、構想期から「在住外国人や若者がチャレンジできる

拠点づくり」というビジョンを掲げて方向性を示しており、それ

に賛同した多くの関係者が構想期から開設期までのイベント

に参加している。このことが、活性化要因の一つと考えられる。 

 
(3) 関係者へのインタビュー 

解析結果の妥当性を確認するとともに、Facebook 記事の

解析では得られなかった新たな知見・情報を得るために、多

文化共生事業および交流拠点づくり事業に中心的に関与し

た、地域住民(C01、C02)、在住外国人(F02、F03)、国際交

流員(S01)、主催団体関係者(Z03、Z17)に対して、各々が携

わった解析結果を示してインタビューを行った。 
交流拠点づくり事業については、Facebook記事に十分な

情報がある構想期から開設期と、Facebook 記事に十分な情

報のない施設運用期にわけて聞き取りを行った。以下に、多

文化共生事業、交流拠点づくり事業(構想期～開設期)、交
流拠点づくり事業（施設運用期）の事業内容、解析結果の妥

当性について聞き取った内容について示す。 
a) 多文化共生事業についての聞き取り 

多文化共生事業についての聞き取り(表-7)では、日本人と

外国人双方から、多文化共生事業を通じて、相互理解が進

んだこと、特に、集大成期に行われたトレセン事業のフィー

ルドワークでは、多くの在住外国人、地域住民も参加して、

大いに多文化共生推進の機運が高まったことが示された。ま

た、他の地域からも多くを学んだとの発言もあった。 
 

表-7 多文化共生事業についての聞き取り内容 
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多文化共生事業の解析からも、多文化共生事業が進む

につれ、在住外国人、地域住民などの参加が増えていること

や他地域の人材との交流も示されており、大きな矛盾はない

ものと考えられる。 
b) 交流拠点づくり事業（構想期～開設期）についての聞き 

取り 
交流拠点づくり事業（構想期～開設期）についての聞き取

り(表-8)では、多文化共生事業のコアメンバが、主催団体に

相談し、交流拠点づくり事業が始まったこと、主催団体関係

者を含めた交友拠点づくり事業のコアメンバが相談しながら

主体的に事業を進めたことが示された。これらは、交流拠点

づくり事業の解析結果とよく一致している。 
この他、インタビューでは、予想以上に行政が様々に行政

の継続的な関与していることがわかった。 
c) 交流拠点づくり事業（施設運用期）についての聞き取り 

交流拠点づくり事業（施設運用期）については、Facebook
記事に十分な情報がなかったため、解析結果として示せた

のは、極端にコアメンバのFacebookでの記述が極端に少な

いという指摘だけだったが、これが問題提起となり、インタビ

ューを通して、新たな情報がえられた(表-9)。 
まず、主催団体以外のコアメンバが交流拠点から次第に

距離を置くようになった経緯が明らかになった。 
主催団体はチャレンジショップが軌道に乗せるまでの間の

運営を安定させるために、常設の茶房を開設した。また、ち

ょうどこのころ、主催団体の担当者が交代したことや主催団

体の代表者の来訪頻度が低下したことによる主催団体と他 
 

表-8 交流拠点づくり事業（構想期～開設期）についての 

聞き取り内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-9 交流拠点づくり事業(施設運用期)についての 
聞き取り内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のコアメンバとのコミュニケーション不足が生じた。そのため、

他のコアメンバは、茶房の常設を、主催団体の運営方針が、

チャレンジショップ軽視に変更になったと捉えた。開設期ま

では、意見を言い、話し合いながら進めていただけに、主催 
団体以外のコアメンバは、施設運用期になると意見を言えな

くなったと感じ、意欲が薄れ、次第に距離を置くようになった。 

次に、交流拠点のチャレンジの場として、持続的に運用が

可能となった要因についても明らかになった。 
チャレンジショップの交流拠点が持続的に運用されるため

に重要だったのは、日ごろから交流拠点に来てくれる拠点の

ファン層を増やすことであった。これによって、出店者も初回

から一定の売上げが確保しやすくなり、若い人がチャレンジ

したくなる／しやすい環境が整えることができた。このことが、

チャレンジの場として、交流拠点が持続的に運用が可能に

なった大きな要因であった。 
d) 解析結果の妥当性 

先に示したように、多文化共生事業および交流拠点づくり

事業（構想期～開設期）の聞き取りでは、解析結果と大きく

矛盾することはなかった。また、交流拠点づくり事業（施設運

用期）においても、解析結果として、コアメンバの関わりが極

端に減少したことを示し、インタビューでの問題提起につな 
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表-10 多文化共生事業および交流拠点づくり事業について

の解析結果を踏まえた調査対象者のコメント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
がっている。 
また、表-10 に示すように、「解析結果は的を得ている」「分

析しつくしてあるので、問題点が浮き彫りになる」など、解析

結果の妥当性を支持する意見や「フィードバックが良い機会

になる」「他の地域の参考になる」「可視化がわかりあうきっか

けになると良い」など、解析結果をフィードバックして議論す

ることの有用性を支持する発言が聞かれた。これらから、解

析結果は妥当なものであったと判断している。 
e) インタビューを通じて把握した活性化要因 

インタビューを通じて新たにわかったことは、独立採算を

可能とする持続的な事業運営の重要性と、持続的な事業運

営と社会的意義であるビジョンの追及との両立の難しさであ

る。この両立は補助金や助成金などの外部資金に依存しな

いまちづくり事業では、避けては通れない課題でもある。 

解析対象とした多文化共生事業や交流拠点づくり事業の

コアメンバのように、主体的に動く賛同者を集め、拡がりのあ

るまちづくり事業を展開するためには、ビジョンの達成を目出

して、多くの人がアイディアを出し、話し合いながら、事業を

進めて行く必要がある。一方で、持続的な運営ができなけれ

ば、まちづくり事業そのものが成り立たない。 

コアメンバ間で、まちづくり事業の方向性やビジョンを達成

するために、どの様に持続的な運営を行っていくかを継続的

に話し合う環境を整えるなど、多様な人材の協調を維持でき

る仕組みを作ることも解決策の一つと考えられる。 

 

 

6. まとめ 

 
本研究では、地域の様々なまちづくり事業の情報を含む

SNS の記事から、特定のまちづくり事業を選定し、選定したま

ちづくり事業に関わった人々のネットワークの変遷を可視化

することで、まちづくり事業の活性化要因を解析できることを

示した。 

まちづくり関連語彙をのネットワークをクラスタ化することで、

美濃加茂市で行われた地域のまちづくり事業を分類できた。 

まちづくり事業の解析では、まちづくり関連語彙を多く含

む多文化共生事業と交流拠点づくり事業に着目して、事業

フェーズの推移に伴う関係者のネットワークの変遷を可視化

することで、妥当性のある活性化要因の解析ができた。 

まちづくり事業に関わった人々に解析結果を提示してイン

タビューすることで、解析結果を検証するとともに、SNS に記

載のなかった情報を引き出した。 
これらの結果から、多文化共生事業および交流拠点づくり

事業では、多様な人材の協調、行政の継続的な関与、ビジ

ョンで方向性を示すこと、ならびに、持続可能な事業運営が

重要な活性化要因であったことがわかった。 
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